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For the purpose of evaluating whether safety reduction in the number of mass chest X-ray ex-

aminations of adult population is possible or not, the incidence of pulmonary tuberculosis as well as 

the type of disease, methods and duration of treatment was observed among employees of iron factories 

in Tokyo area during the period from 1976 to 1979. All the factories were small in size, and the aver

age employees per one factory was approximately 50.

The detection rate of new cases of pulmonary tuberculosis was 0.03% among those examined by 

the mass X-ray examination, and the incidence rate of pulmonary tuberculosis diagnosed by sympto

matic visit to physicians was 0.04% for all employees, hence the overall incidence of pulmonary tuber

culosis was 0.06%. "In 1976, the majority of new cases (11) were detected by symptomatic visit to phy

sicians and only 2 cases were found by the mass X-ray examination, while in later years, the difference 

in the number of new cases found by the passive and active case-finding became smaller, namely 

13 cases were diagnosed by symptomatic visit and 10 cases by the mass survey.

The incidence rate of pulmonary tuberculosis among those who have not been examined by the 

mass survey was 0.71%, and the rate was much higher than the rate  (0.20%) among those who were 

examined by the mass survey in the previous year. Comparing the severity of the disease at the time 

of diagnosis, more extensive and cavitary cases as well as bacillary cases and cases complicated with 

pleurisy were found more among cases found by symptomatic visit than among cases found by the mass 
survey. So-called rapid cases who were healthy in the previous year and develop bacillary and/or 

cavitary tuberculosis were found mainly in symptomatic cases. Hospitalization was indicated more 

for symptomatic cases, and the duration of treatment was also longer in symptomatic cases.

Loss of income during temporary disability of work due to hospitalization, however, has become 

smaller, as the duration of hospitalization became shorter, and none had lost his job because of tuber

culosis. Comparing the increase in the expense for medical treatment when the mass examination is 

stopped against the decrease in the expense for the mass survey, the former is smaller than the latter, 

and the radiation hazards are also reduced when the annual X-ray examination is stopped. Taking 

into account the above circumstances, it is reasonable to reduce the number of mass chest X-ray 

examinations especially for young adult, and the emphasis of case-finding programme should be 

given for the promotion of symptomatic visit to physicians.

* From the Daiichi Survey Centre, Social Health Insurance Scheme, 2-31-12, Kabuki-cho, Shinjuku-ku, Tokyo

 160 Japan.
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肺結核の激減に伴い結核検診における患者発見率が低

下しその効率に疑問が提示され,集 団によつては検診の

際の放射線障害による不利益が検診で肺結核を早期に発

見する利益を上回る恐れさえ生じてきた。結核検診の効

率を検討する目的で治療を要する肺結核の発生率,病 型,

治療方法,治 療期間などが,発 見動機によつて異なるか

否かを中小企業の従業員について調査した。

方 法

調査対象 は東京都鉄二健康保険組合の全被保険者 であ

る。 この組合 は鉄鋼二次製品を製造 し,主 として首都 圏

に散在 する292事 業所(昭 和55年4月)を 組織 した総合

健保組合 で,1事 業所当 りの被保険者数 は平均50名 であ

る。昭和55年4月 の被保険者数は14,523名 で,春 に定期

健康診断(以 下定検 とす る)を,秋 に成人病検診(毎 年

約3,000名 受診)を 行ない,そ の成績 は昭和48年 以降す

べ て個人別に コンピュー ターに記憶 させてい る。定検 は

生光会検査セ ンターに よ り,成 人病検診 は主 として社会

保険葛飾検査セ ンターに よ り行なわれ た。定検 の際受療

中 の者 の胸部間接撮影は行なわなかつ た。被保険者が医

療機関 で受診す ると請求書は3ヵ 月後に この組合に送付

され る。組合は この請求書に記載 され た事項 を病名 も含

めてすべて個人別 に毎月 コンピューターに記憶 させ てい

る。毎年年度初めに前年 までの受診状況 を月別に個人表

として打出 し,こ れ に定検,成 人病検診 の各年度 の成績

も同時に打ち出 してあ る。 これ を本調査 の資料 とし自覚

症で発見 され た者 につ いては この資料に基づ いて請求書

を取 り出 し,医 療機 関に電話 で問い合わせ て発生時 の肺

結核 病型,排 菌状況 を知 りえた。検診発見時 の病型 と排

菌状況はそれ ぞれ の検診機 関の記載 した成績を用いた。

調査期間は昭和51年 か ら54年 までであ るが 自覚症発見時

の病型は53年,54年 分 につ いて調査 した。それ以前は既

に治療終了者 が多 く調査 は極 めて困難 であった。 しか し,

両年の成績か らみて調査 の 目的 は達 した ものと考え る。

成 績

1.　発 見動機 と発生率

発見動機 を検診発見 と自覚症発見に分けた。ただ し一

次検 診で要精密 とな り未受診 のため翌年検診前に 自覚症

が現 れて発 見 され た ものが2名 あ り,こ れ らは検診発見

とした。

検診発見群(以 下検診群 とす る)と 自覚症発見群(以

下 自覚症群 とす る)の 各年度別 の治療を要す る肺 結核発

見 率を表1に 示 した。検診群の受診者に対 す る発 見率は

年度 に より多少 の増減があ るが平均す ると0.03%で,別

に再発が1名 い る。 自覚症群 の被保険者総 数に対 する発

見率 は51年 では検診群 よ りも高 く,新 患 の85%が 自覚症

発見 で,52年,53年 で もやや高い傾 向はあっ たが54年 で
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は差 はな くなった。 自覚症群に も再発が4名 い る。

2.　 両群 の過去 の受診状況 と発生数

検診群 では前年受診 した ものが10名,前 々年 受診 し前

年受診 しなかつた ものは2名 で,過 去に受診せず初めて

の検診 で発見 された ものはない。

自覚症群 では前年受診 していたが異常 がな く,翌 年 自

覚症 のため医療機関を訪れX線 検査で発 見 され た ものが

9名 で,検 診を全 く受けないで 自覚症に より発 見された

ものは15名 であ る。再 発例は両群 とも前年受診 してい

る。

両群併せて前年受診 した発生者は19名,連 続不受診者

か らの発生は15名 で両者併 せて新発生患者 の大半 を占め

前 々年受診 した発生者は2名 のみであっ た。

受診状況 と発生の関連をみ るために4年 連続検診 を し

た7事 業所について4年 在籍被保 険者1,161名 の受診状

況を調査 した。4年 連続受診者 は732名(63%),2～3

回受診者は296名(26%),1回 のみの受診者 は84名(7

%),4年 連続不受診者は46名(4%)で あった。 この健

保組合に所属す る全事業所 の中で,4年 連続検診 した事

業所は156(全 事業所の53.4%)で,こ れ らの事業所 の被

保険者数は11,555名(79.6%)で ある。4年 間 の受診状

況を調査 しえた7事 業所 の成績 を これに あてはめると,

4年 連 続受診 率は63%で あるか ら4年 連続受診事業所に

所属 し定検 を毎年受 けた者 は7,280名,4年 連続不受診

者 に1回 のみの受診者 を加 えると11%で あ るか ら連続不

受診者 または1回 のみ受診者 は1,271名 と推定 され る。

4年 間に2～3回 検診 をした事業 所 は67(全 事業所 の

22.9%)で,こ れ らの事業所 の被保険者 数 は2,083名

(14.4%)で ある。上 と同じ仮定 で4年 連続不受診者に1

回のみ受診者 の割合11%を 適用すれば,こ の事業所に所

属す る連続不受診者 または1回 のみ受診者は233名 とな

る。4年 間に1回 のみ検診を した事業所は12(4.1%)で,

これ の被 保 険 者 数 は170名(1.2%),4年 間不受 診の

事業所 は57(19.5%)で,こ れの被保険者数 は715名

(4.9%)で あ る。 この組合の被保険者 で4年 連続不受診

者お よび1回 のみ受診者は170名 と715名 を併せた885名

とな る。 これ に定検 を連続 して実施 した事業所の被保険

者の うち連続不受診者 および1回 のみ受診者1,271名 と

断続 して検診 を した事業所 の被保険者 の うちの連続不受

診者 お よび1回 のみ受診者233名 を加えた2,389名(16.4

%)が ほとんど受診 していない と推 定 され る。

自覚症群におけ る発生者 の受診状況 と事業所 の検診回

数 との関係を表2に 示 した。4年 連続未受診者 および1

回 のみ受診 した者を不受診者 とす ると不受診者か らの発

生者15名 中事業所 の検診回数が0の 者 は4名 で発生率 は

0.6%,1回 の者は3名 で発生率1.8%,2～3回 の者 は

1名 で発生率0.4%,4回 の者は7名 で発生 率0.6%で

あ り,事 業所の検診回数の如 何に拘 らず不受診者か らの

発生率はほぼ同率であった。 自覚症群 で昨年受診 してい

た者か らの発生は9名 で事業所の検診回数 はほ とん どが

4回 であ り,その発生率は0.1%で ある。昨年受診 した者

か らの発生率は0,20%で 不受 診者か らの発生率0.71%に

比較す ると遙かに低い(表2の 計に示 した。有意差 あ り)。

発生後退職 した者が検診群 に2名,自 覚症群に4名 い

るが,い ずれ も51年,52年 の発生 者で,53年 以降 の発生

者には退職 した者はいない。

また,51年 の自覚症群の不受診者か らの発生6名 中2

名,52年 の同 じく6名 中1名 は新採用 者であったが,採

用時 の検診を行なつたか否 かを明 らかにす る ことはでき

なかつた。 この3名 は採用時 か ら定検 までの短 い期間に

自覚症に よつて発見 された ものである。

3.　 発生時の年 齢

表3に 示す とお り被保険 者の大部分が男 であ るため患

者 も両群 併せて女は2名 で残 りは男 である。年齢別にみ

て検診発見 と自覚症発 見の割 合に著差 はな く,発 生率は

50歳 以上で高 くな る傾 向がみ られ てい るが有意差はない。

発 生時の年 齢を表4に 示 した。

4.　 53年,54年 におけ る発生時 の学会病型(表5)

検診群 ではIII14名,II22名 で,自 覚症群 ではIII13

名,III23名,II21名 で,自 覚症群 は検診群 に比較 し有

空洞 の頻度 はほぼ同 じであ るが,拡 が りの広い ものが多

くかっPleを 随伴 した ものが3名 で 重症が多い。 排菌

表2　 新発生者の受診状況と事業所の検診回数
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表3　 年齢階級別被保険者数と4年 間累積発生率

表4　 発 生 時 の 年 齢

表5　 発 生 時 の 学 会 病 型

は 自覚症群 では塗抹陽性1名,培 養陽性3名,不 明3名

であ り,検 診群では検痰の行なわれ ない ものが 多 く培養

陰 性が1名 であ る。 また,再 発 では検診群がIII11名,

自覚症群がII11名 であ る。 昨年 受診 しそ の とき異常が

な く翌年検診 または 自覚症で発見 された者が9名 で,こ

の うち空洞あ り2名,III2菌(+)が2名 計4名 は進行 し

た形 で発見 されてお り約半数 がrapidcaseで ある。

5.　 両群の治療状況(表6,7)

検診群 の入院治療は3名,外 来治療 は9名,自 覚症群

の入院治療は11名,外 来治療は13名 である。 自覚症群に
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表6　 肺 結 核 入 院 例

表7　 発見動機別にみた入院および外来治療状況

表8　 肺 結 核 治 療 状 況(55年3月 現在)

入院が多 い。 また,51年 と52年 の自覚症群 の入院数が4

名 と3名 で,検 診群 のそれは1名 であ る点か らみ ても両

年 の自覚症群 は検診群 よ り重症 であ ると推定 され る。再

発 では 自覚症群 の2名 が入院 してい る。

6.　 現時点(55年1月 末 日)に おけ る治療状況

昭和55年1月 末 日に おけ る治療状況を調べた のが表8

である。検診群 では51～53年 発生者 は治療が終了 してお

り,54年 発生者 は全員治療 中で2名 が入院治療,3名 が

外 来治療 である。 自覚症群 では51～52年 発生者 の大半は

治療 を終 了 したが,な お少数が治療中 であ る。53年 発生

者は全員外来治療 中で,54年 発生者4名 の うち3名 が治

療 中で うち2名 が入院治療,1名 が外来治療 であ る。残

りの1名 は治療 を終 了 した。 自覚症群 は前述 のよ うに重

症が多いので検 診群 よ りも治療期間 は遙かに長い ものが



306 結 核　 第56巻　 第6号

多 い。 しか し,53年 発生者には入院治療が2名 いたが55

年1月 に は外来治療 に 移 行 してい る。 再 発につ いて も

(表8に 示 した)同 じ傾向が うかがえ る。

総 括

肺結核 の発生が極端に減少 した現在,結 核 検診 を従来

通 り行な うことは不適当 とされ,先 に学童生徒 の検診回

数が大幅に削減 されたが,更 に高校生,大 学生,青 年労

働者に対す る結核検診 の削減 も検討の段階 に入つた。そ

の上,対 象に よつては放射線障 害に よる発 ガンの危険や

遺伝へ の悪影響が肺結核発見の利益を上回 るおそれが あ

るとの理由で国際放射線 防護委 員会 は結核検診 の再検討

を勧告 してい る。現 行の結核検診 を廃止 した場合に,肺

結核の発生 が ど うな るかを検討すれば よいのであるが直

ちに これ を試 み ることは困難 である。 しか し,中 小企業

の従 業員に対 す る結核検診 の実施率は高 くない ので検診

不受 診者 も多い。発生 した要医療肺結核を検診発見群 と

自覚症発見群 に分け て肺結核 の発生率,病 型,治 療法,

治療期間を,検 診連続受診者 と不受診者について検討す

ればそ の 目的を達す ることが できる.

東京都 中小企業 の検診群におけ る要医療肺結核の初発

見 率1)～3)は昭和40年 には0.14%で あったが次第に減少 し

45～48年 は0.06%と な り49年は0.03%で あ る。本調査

で も年度間 に多少 の増減 はあ るが4年 間の平均発生率は

0.03%で,昭 和49年 の初発見率 と同率 であ る。 しか るに

自覚症群 の発生 は昭和51年11名(0.07%)で 全発生の85

%を 占め,52年6名(0.04%)で60%,53年3名(0.02

%)で75%で あるが,54年4名(0.03%)と 低下 し45%

とな り検診群 とほぼ 同率 である。

住 民検診 の受診者 は昭和52年 で1,229万 人 で検診対象

者(全 人 口か ら15歳 未満 と学生,雇 用者を除 く)は2,790

万 人 と推定 され,受 診率 は44.1%と な る。 このよ うに低

い受 診率の場 合では最近検診発見 よ りも自覚症発見が多

い4)～7)と報告 され てい るが,検 診が完全に行なわれ る職

域 集団では 検診発見が多 い8)～10)。なぜ住民 と 職域 でこ

の ように検診発見 の割合が異 なるのであ ろ うか。前述の

ように鉄二健保 の被保険者 の うちで定期健康診断の不受

診者 は16.4%と 推定 され る。 この比率 で不受診者がい る

場 合にそれ らを含 める と表1の よ うに 自覚症発見が検診

発 見 よ り多い。 しか し,不 受診者を除 くと自覚症に よる

発 見は昭和51年 で5名(0.05%),こ れに対 し検診発見の

発生は2名(0.02%)で あったが,52年 ではそれぞれ0

名 と4名(0.05%),53年 で1名(0.01%)と1名(0.01

%),54年 で3名(0.04%)と5名(0.06%)で あっ て自

覚症に よる発見は検診発 見のそれ より少 ない傾向があ る。

また,表2の ように自覚症群で前年受診者からの発生

率より不受診者からの発生率が高いので,検 診受診率が

低い地域集団で自覚症発見が多く大企業で検診発見が多

い現 象が起 こる原因は不受診者の多少であ るといえ る。

さて,発 生後 の経過をみ ると入院治療 は 自覚症群 に多

い。 自覚症群 の発生時の病型は検診群 のそれ より重症が

多 く,湿 性胸膜炎を併発 してい る者 がお り排菌者 も多 い

ので,自 覚症群に入院治療が多いのは当然 である。

検診を廃止すれば表7か らみて1年 間に検診 で発見 さ

れ る4名 が 自 覚 症 に よ り発見され,う ち2名 が入院治

療,2名 が外来治療にな るもの と思われ る。入院治療に

1人1ヵ 月10万 円を要 し外 来治療 な ら1人1ヵ 月3万 円

ですむ。検診で発見 されれ ば外来治療 ですむが 自覚症 で

発見 されたため2名 が入院 し,そ の差額 として168万 円

の医療費が増加す る。 しか し,強 化短期処方 を行 なえば

入院期間 も短縮 され,更 に入院経費 は少 な くなる。そ の

他 自覚症群は治療期 間が長 く入院治療者 でも翌年外来治

療 に移行 してい るので,4名 が外来治療 を更に1年 間受

けた として144万 円加 える必要があ る。併せ て312万 円だ

け医療費 が増加 するが,強 化処方を用いれば これ以下に

な ると推定 され る。 しか しこの組合 で定期検診に年間か

け る費用 は1,870万 円で,こ の うち胸部X線 検査に要す

る金額 は660万 円であ る。費用 の点 でも結核検診を廃止

した場合 は継続す る場合 の医療費 の半額以下ですむ。 し

か も継続 した場合に は受診者に放射線 の被曝が加え られ

る。 また最近2年 間には発病 のために離職 した ものはな

くなっ た。 したがつ て個人生活に大打撃を与え ることも

ない。 自覚症群 は入院 とい う経済的負担を しい られ る者

が多 い。 しか し2年 目には就労下 の外来化学 療法に移行

しているので,長 期入院 の多かつた以前 よ り入院者の負

担 は少 ない。 またrapidcaseが 多い ので検診の効果の

及ぼぬ ものが多 い。

米 国が検診 の廃止にふみ きつた ときの発生率が0.02%

くらいで欧 州で も発生率が これ くらいにな ると検診を止

めてい る国が 多い。我 々の今回 の調査 では4年 間の平均

発生 率は0.03%で ある。 したがつ て今回 の成績か らみ る

限 り毎年 の結核検診 は廃止 して もよい時期に きてい ると

言 え よう。 しか し,廃 止 した場合には 自覚症出現時の早

期 受診を極 力すすめる必要が あることを今回の成績は示

してい る。

む す び

肺結核検診 の削減 を検討す る目的 で発見動機別に検診

連続受診群,不 受診群別に要医療肺結核 の発生率,病 型,

治療法,治 療期間 を東京都鉄二健保組合の全被保険者に

つ いて51年 か ら54年 まで調査 した。検診群の平均発生率

は0.03%で51年 では検診群 の発生率は 自覚症群のそれ よ

り遙 かに低 かつ たが不受診者を除 くと著差はな く,そ の

後較差 がな くなつた。 自覚症群 での不受診者か らの発生

は受診 者か らの発生 よ り多 い。 したがつ て不受診者が多

い場合,自 覚症発見が検診発見 よ り多 くなると言え る。
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自覚症群の病型 は検診群 のそれ よ り拡が りの大 きい もの

が多 く,湿 性胸膜炎 を併発 す るものが あ り排菌例 も多 く,

rapidcaseも 多い。 したがつ て入院例 は自覚症群に遙か

に多 く治療期 間 も長 い。最近 は発病 したために離職す る

ものはな く,自 覚症群 も2年 目に は外来治療 のもとに働

いているので経済 的負担 も以前 よ り軽 い。医療費 の点 で

も廃 止 した 方が継続 した場合 よ り半額以下 ですみ放射線

障害 も受けずにすむ ので,少 な くとも青年層 の結核検診

は廃 止 し自覚症受診 の徹底を期すべ きものと考え る。
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